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　長と議会との「ねじれ」によって地域行政が停滞する事態をだれ
が、どのように対処すべきか。このようなねじれを作り出している
のは住民の選択であり、住民の手によって解消することを基本に考
えなければならない。地方自治法上の制度の手直しや、国等の外部
団体による介入によって対処すべきではないと考えるの基本であろ
う。
　その意味では、臨時会の招集権問題について当初、一般選挙後、
議長がいない場合に限って、都道府県議会にあっては総務大臣が、
市町村議会にあっては都道府県知事が招集するといった案も検討さ
れ、地方六団体の反発によって引っ込められたが、当然のことであ
る。問題は、自治体に何か問題があるときに、国なり都道府県が登
場する発想が総務省関係者になお残っていることである。
　1999年の地方分権一括法以降の地方自治制度の特徴は、地方自治
法による規律密度の緩和である。地方自治法改正による緩和のほか
にも、いわゆる地域主権一括法において漸次進められている法令に
よる義務付けや枠付けの緩和、などを挙げることができる。
　一方で、地方公共団体の執行機関および議会サイドにおいては、
このような規制緩和に対してどのように対応してきただろうか。
　例えば、議会の事実上の通年制（年一回の定例会化）した自治
体のホームページを見ても、その案を住民の事前の公表し、その意
義やねらい、メリットやデメリットを示すことなどして、住民の意
見を広く求めることや識者の意見を求めるなどのプロセスを経たこ
とを明らかにしている自治体は少ない。
　全国一律の地方自治制度という規制が緩和されるということは、
地方自治法の枠内ではあるものの、それぞれの自治体が自己の現状
を分析し、自治体の将来設計を立案し、法定制度と異なる自律的制
度を採用することの必要性の有無などを総合考慮して、各自治体の
自律権の行使として条例化されることであることから、自治体の不
地方自治法2012年改正の意義と課題（藤巻）
— 35 —
可欠な構成要素である住民の何らかの関与なしに決定してよいはず
はない。その意味では、自律的判断や決定をするための手続のルー
ル化が必要になる。いくつかの自治体で定められている自治基本条
例ないしは住民参加条例で手続のルールを規定すべきである。これ
らの条例の見直しに期待したい。
（本稿は、2013年度札幌大学研究助成による研究成果の一部である。）
